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ショートステイ滑石 重要事項説明書 

 

 この「重要事項説明書」は、「長崎市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運

営に関する基準等を定める条例」の規定に基づき、指定短期入所生活介護サービス提

供契約締結に際して、ご注意いただきたいことを説明するものです。 

 

１ 事業者 

事業者の名称 社会福祉法人 平成会 

法人所在地 長崎県長崎市横尾３丁目２６番１号 

法人種別 社会福祉法人 

代表者氏名 理事長 久保 勘一郎 

電話番号 ０９５－８５５－４１４１ 

 

２ ご利用施設 

施設の名称 ショートステイ滑石 

施設の所在地 長崎県長崎市滑石６丁目４番３号 

管理者名 管理者 竹永 俊 

電話番号 ０９５－８５６－２９４０ 

ＦＡＸ番号 ０９５－８５６－２９９４ 

介護保険指定番号 ４２７０１０５５６４ 

通常の送迎 

の実施地域 

長崎市（旧香焼町・伊王島町・高島町・野母崎町・三和町を

除く。）、時津町、長与町 

利用定員 ２０名 

 

３ 事業の目的と基本方針 

事業の目的 

指定短期入所生活介護及び指定介護予防短期入所生活介護事業

（以下「事業」という。）の適正な運営を確保するために必要な人

員及び運営管理に関する事項を定め、指定短期入所生活介護及び

指定介護予防短期入所生活介護（以下「短期入所生活介護等」と

いう）の円滑な運営管理を図るとともに、要介護状態（介護予防

にあっては要支援状態）の利用者の意思及び人格を尊重し、利用

者の立場に立った適切な短期入所生活介護等を提供することを目

的とする。 

基本方針 

1. 指定短期入所生活介護の提供においては、要介護状態の利用

者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自

立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排せつ、食事

等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うこと

により、利用者の心身機能の維持並びにその家族の身体的及
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び精神的負担の軽減を図るものとする。 

指定介護予防短期入所生活介護の提供において、要支援状態

の利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活

を営むことができるよう、入浴、排せつ、食事等の介護その他

の日常生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者

の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維

持又は向上を目指すものとする 

2. 社会福祉法人平成会の施設は、地域社会の中で支援を必要と

する高齢者や障害をお持ちの方の生活と、人間としての権利

を擁護する事を第一とし利用者の自己実現に向けて、サービ

スを提供する事を基本方針とする。 

3. 短期入所生活介護等の提供にあたっては、介護保険法第 118

条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情

報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めるものとする。 

 

４ 施設の概要 

敷地面積 １８６６．２４㎡ 

建物 
構造 鉄筋コンクリート造４階建て（耐火構造） 

延べ床面積 ２７７８．５５㎡ 

 

５ 主な設備 

設備の種類 部屋数 面積 

居室（個室） ２０ １０．６６㎡～１３．１２㎡ 

共同生活室 ２ １４９．２４㎡、１５１．５７㎡ 

普通浴室 １ １２．６㎡ 

リフト浴室 １ ８．４㎡ 

便所 ６ ２．３㎡～３．１８㎡ 

その他防火設備 スプリンクラー、防火シャッター、避難階段、自動火災報知機 

非常通報装置、誘導灯、防炎カーテン 

 

６ 職員体制 

職種 人員数 職務内容 

管理者 １名 

（兼務） 

1. 職員の管理及び利用申込に係る調整、業務の実

施状況の把握その他の管理を一元的に行いま

す。 

2. 職員に、法令等の規定を遵守させるため必要な

指揮命令を行います。 

3. 利用者の心身の状況、希望及びその置かれてい

る環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標
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を達成するための具体的なサービスの内容等を

記載した短期入所生活介護計画及び介護予防短

期入所生活介護計画（以下「短期入所生活介護計

画等」という）を作成するとともに利用者等への

説明を行い、同意を得ます。 

4. 利用者へ短期入所生活介護計画等を交付しま

す。 

5. 短期入所生活介護等の実施状況の把握及び短期

入所生活介護計画等の変更を行います。 

医師 １名以上 利用者の健康管理や療養上の指導を行います。 

 

生活相談員 １名以上 

（兼務） 

1. 利用者がその有する能力に応じた自立した日常

生活を営むことができるよう、生活指導及び入

浴、排せつ、食事等の介護に関する相談及び援助

などを行います。 

2. それぞれの利用者について、短期入所生活介護

計画等に従ったサービスの実施状況及び目標の

達成状況の記録を行います。 

介護職員又は看

護師若しくは准

看護師 

１名以上 1. 介護職員は、短期入所生活介護計画等に基づき、

生活面での積極性を向上させる観点から利用者

の心身に応じた日常生活上の世話を適切に行い

ます。 

2. 看護師及び准看護師は、サービス提供の前後及

び提供中の利用者の心身の状況等の把握を行

い、利用者の健康管理や静養のための必要な措

置を行います。また、利用者の病状が急変した場

合等に、医師の指示を受けて、必要な看護を行い

ます。 

栄養士 1 名以上 適切な栄養管理を行います。 

 

介護職員機能訓

練指導員 

１名以上 短期入所生活介護計画等に基づき、その利用者が可

能な限りその居宅において、その有する能力に応じ

自立した日常生活を営むことができるよう、機能訓

練を行います。 

調理員その他の

従業者 

１名以上 調理師は食事の調理を行います。 

介護給付費等の請求事務及び通信連絡事務等を行い

ます。 
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７ 施設サービスの内容及び費用について 

（１） 施設サービスの内容について 

種類 内容 

短期入所生活介

護計画等の作成 

1. 利用者に係る居宅介護支援事業者が作成した居宅サービス

計画（ケアプラン）に基づき、利用者の意向や心身の状況等

のアセスメントを行い、援助の目標に応じて具体的なサー

ビス内容を定めた短期入所生活介護計画等を作成します。 

2. 短期入所生活介護計画等の作成に当たっては、その内容に

ついて利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意

を得ます。 

3. 短期入所生活介護計画等の内容について、利用者の同意を

得たときは、短期入所生活介護計画書等を利用者に交付し

ます。 

4. それぞれの利用者について、短期入所生活介護計画等に従

ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行い

ます。 

5. 短期入所生活介護計画等の作成は、「連続して 4日以上」か

つ「3泊 4日以上」の利用者に対して作成します。 

利用者居宅への

送迎 

事業者が保有する自動車により、利用者の居宅と事業所までの

間の送迎を行います。ただし、道路が狭いなどの事情により、自

動車による送迎が困難な場合は、車いす又は歩行介助により送

迎を行うことがあります。 

食事（食事時

間） 

1. 利用者ごとの栄養状態を定期的に把握し、個々の利用者の

栄養状態に応じた栄養管理を行い、摂食・嚥下機能その他の

利用者の身体状況に配慮した適切な食事を提供します。 

2. 食事提供時間は、朝食８：００・昼食１２：００・夕食１７：

３０を予定しています。 

日常生活上の世話 

食事の提供及び

介助 

食事の提供及び介助が必要な利用者に対して、介助を行います。 

また嚥下困難者のためのきざみ食、流動食等の提供を行います。 

入浴の提供及び

介助 

１週間に 2 回以上、事前に健康管理を行い、適切な方法で入浴

の提供又は清拭（身体を拭く）、洗髪などを行います。 

排せつ介助 
介助が必要な利用者に対して、自立支援を踏まえ、トイレ誘導

や排泄の介助、おむつ交換を行います。 

更衣介助等 
介助が必要な利用者に対して、1 日の生活の流れに沿って、離

床、着替え、整容、その他日常生活の介助を適切に行います。 

移動･移乗介助 介助が必要な利用者に対して、室内の移動、車いすへ移乗の介

助を行います。 
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服薬介助 介助が必要な利用者に対して、配剤された薬の確認、服薬のお

手伝い、服薬の確認を行います。 

機能訓練 

日常生活動作を

通じた訓練 

日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を

行います。 

レクリエーショ

ンを通じた訓練 

利用者の能力に応じて、集団的に行うレクリエーションや歌唱、

体操などを通じた訓練を行います。 

その他 

創作活動など 利用者の選択に基づき、趣味･趣向に応じた創作活動等の場を提

供します。 

 

（２） 従業者の禁止行為 

従業者はサービスの提供に当たって、次の行為は行いません。 

① 医療行為（ただし、看護職員、機能訓練指導員が行う診療の補助行為を除く。） 

② 利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり 

③ 利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受 

④ 身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命や

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除く） 

⑤ その他利用者又は家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動、その

他迷惑行為 

 

（３） サービスの利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）について 

別紙１参照 

 

（４） 利用料金の支払い方法について 

請求方法 
事業者は、当月の料金の合計額の請求書に、明確に明細を付して

翌月１５日までに利用者に通知します。 

支払い方法等 

利用者は、当月の料金合計額を下記のいずれかの方法で支払いく

ださい。 

1. 口座引落  翌月２７日引落（土日祝日の場合は銀行の翌営

業日） 

2. 銀行振込  翌月末日までに支払い 

事業者は、利用者から料金の支払いを受けたときは、利用者に対

し領収書を発行します。 

 

８ サービスの提供及び利用にあたっての留意点 

（１） サービスの提供にあたって 

① サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保

険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させてい
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ただきます。被保険者の住所などに変更があった場合は速やかに当事業

者にお知らせください。 

② 利用者が要介護等認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて

速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行います。また、居宅介護

支援が利用者に対して行われていない等の場合であって、必要と認めら

れるときは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも利用者が受けている要

介護認定の有効期間が終了する 30 日前にはなされるよう、必要な援助を

行うものとします。 

③ 利用者に係る居宅介護支援事業者が作成する「居宅サービス計画（ケアプ

ラン）」に基づき、利用者及び家族の意向を踏まえて、｢短期入所生活介護

計画等｣を作成します。なお、作成した「短期入所生活介護計画等」は、

利用者又は家族にその内容を説明いたしますので、ご確認いただくよう

お願いします 

④ サービス提供は「短期入所生活介護計画等｣に基づいて行います。なお、

「短期入所生活介護計画等」は、利用者等の心身の状況や意向などの変化

により、必要に応じて変更することができます 

⑤ 従業者に対するサービス提供に関する具体的な指示や命令は、すべて当

事業者が行いますが、実際の提供にあたっては、利用者の心身の状況や意

向に充分な配慮を行います。 

 

（２） ご利用の際の留意事項 

居室・設備・

器具のご利用 

施設内の居室・設備・器具は、本来の使用方法にしたがってご使

用ください。これに反した使用方法により破損などが生じた場合

は賠償していただく場合がございます。 

喫煙・飲酒 

施設内は禁煙となっております。 

飲酒に関しては、他の利用者等に迷惑行為等ある場合または、健

康管理上お断りすることもあります。 

迷惑行為など 

騒音や他の利用者様に迷惑となる行為はご遠慮ください。また、

むやみに他の利用者様の居室へ立ち入らないようお願いいたしま

す。 

現金・所持品

の管理 

貴重品の持ち込みはお控えください。また、当施設では紛失など

については一切責任を負いません。 

宗教・政治活

動 

当施設内での宗教・政治に関する活動はご遠慮ください。 

動物の飼育 当施設内への動物などの持ち込み、飼育は固くお断りします。 

食品の持込 

日持ちのしない食品の持込みや糖尿病など制限がある方の間食は

されませんよう、職員の指示に従ってください。また、他の利用

者様への差し入れも固く禁じます。 
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（３） その他 

① ご利用に必要な書類 

□ 介護保険被保険者証   □ かかりつけ医の診察券 

□ 健康保険者証または後期高齢者保険証 □ 被爆者健康手帳（該当者のみ） 

□ 介護保険負担限度額認定証  □ 身体障害者手帳（該当者のみ） 

□ 健康手帳 

② ご利用に必要な身の回り品 

□ タオル   □ 寝巻き  □ 普段着 

□ 靴下   □ 肌着、下着 □室内シューズ 

□ 洗面用具（歯磨き、歯ブラシ、くし） 

□ 薬（利用期間分、薬剤の説明書もありましたらご持参ください） 

□ その他（個々で必要な品） 

所持品には必ずご記名いただきますようお願いいたします。 

 

９ 虐待の防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するため

に、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 

① 虐待防止に関する担当者を選定しています。 

虐待防止に関する担当者  氏名：  委員会委員長    

② 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果に

ついて従業者に周知徹底を図っています。 

③ 虐待防止のための指針の整備をしています。 

④ 従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

⑤ サービス提供中に、当該事業所授業者又は養護者（現に養護している家

族・親族・同居人等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場

合は、速やかに、これを市町村に通知します。 

 

１０ 身体拘束について 

事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷

他害等のおそれがある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対し

て危険が及ぶことが考えられるときは、利用者に対して説明し同意を得た上

で、次に掲げることに留意して、必要最小限の範囲内で行うことがあります。

その場合は、身体拘束を行った日時、理由及び態様等についての記録を行い

ます。また事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的

に行います。 

（１） 緊急性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人

の生命・身体に危険が及ぶことが考えられる場合に限ります。 

（２） 非代替性････身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に

対して危険が及ぶことを防止することができない場合に限ります。 

（３） 一時性･･････利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶ
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ことがなくなった場合は、直ちに身体拘束を解きます。 

 

１１ 秘密の保持と個人情報の保護 

利用者及びその家族に関す

る秘密の保持について 

1. 事業者は、利用者又はその家族の個人情報について

「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が

策定した「医療・介護関係事業者における個人情報

の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守し、適

切な取り扱いに努めるものとします。 

2. 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」と

いう。）は、サービス提供をする上で知り得た利用

者又はその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に

漏らしません。また、この秘密を保持する義務は、

サービス提供契約が終了した後においても継続し

ます。 

3. 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はそ

の家族の秘密を保持させるため、従業者である期間

及び従業者でなくなった後においても、その秘密を

保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容とし

ます。 

個人情報の保護について 1. 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限

り、サービス担当者会議等において、利用者の個人

情報を用いません。また、利用者の家族の個人情報

についても、予め文書で同意を得ない限り、サービ

ス担当者会議等で利用者の家族の個人情報を用い

ません。 

2. 事業者は、利用者又はその家族に関する個人情報が

含まれる記録物（紙によるものの他、電磁的記録を

含む。）については、管理者の注意をもって管理し、

また処分の際にも第三者への漏洩を防止するもの

とします。 

3. 事業者が管理する情報については、利用者の求めに

応じてその内容を開示することとし、開示の結果、

情報の訂正、追加または削除を求められた場合は、

遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲

内で訂正等を行うものとします。(開示に際して複

写料などが必要な場合は利用者の負担となりま

す。) 
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１２ 緊急時の対応方法について 

サービス提供中に、利用者の病状の急変が生じた場合、その他必要な場合

には、速やかに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、

利用者が予め指定する連絡先にも連絡します。また、主治医への連絡が困難

な場合は、救急搬送等の必要な措置を講じます。 

 

協力医療機関 

医療機関の名称 いとう内科医院 

院長名 伊東 昭郎 

所在地 長崎市滑石４丁目５－８ 

電話番号 ０９５－８５６－６０１０ 

診療科 一般内科、胃腸科、アレルギー科 

 

 

１３ 事故発生時の対応   別紙２参照 

 

１４ 心身の状況の把握 

短期入所生活介護等の提供に当たっては、居宅介護支援事業者や予防支援

事業者が開催するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、そ

の置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等

の把握に努めるものとします。 

 

１５ 居宅介護支援事業者等との連携 

① 短期入所生活介護等の提供にあたり、居宅介護支援事業者及び保健医療

サービスまたは福祉サービスの提供者と密接な連携に努めます。 

② サービス提供の開始に際し、この重要事項説明に基づき作成する「短期入

所生活介護計画等」の写しを、利用者の同意を得た上で居宅介護支援事業

者に速やかに送付します。 

③ サービスの内容が変更された場合またはサービス提供契約が終了した場

合は、その内容を記した書面またはその写しを速やかに居宅介護支援事

業者に送付します。 

 

１６ サービス提供の記録 

① 短期入所生活介護等を提供した際には、提供した具体的なサービス内容

等の記録を行うこととし、その記録はサービスを提供した日から 5 年間

保存します。 

② 利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写

物の交付を請求することができます。 
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１７ 非常災害対策 

① 事業所に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に

関する取り組みを行います。 

災害対策に関する担当者（防火管理者） 氏名： 吉田 彰吾  

② 非常災害に備えて、消防計画、風水害、地震等の災害に対処するための「多

機能福祉施設・ユァライフ滑石消防計画」を作成し、非常災害時の関係機

関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業員に周知しま

す。 

③ 長崎市北消防署・滑石小隊・近隣住民と相互協力し、非常時の相互の連携

を図ります。 

④ 年２回以上、夜間・昼間を想定した避難・通報・消火訓練を行います。 

 

１８ 衛生管理等 

① 利用者の使用する施設、食器その他の設備又は引用に供する水について、

衛生的な管理に努めるとともに、衛生上必要な措置を講じます。 

② 食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じ

て保健所の助言、指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

③ 事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措

置を講じます。 

(ア) 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策

を検討する委員会をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その

結果について、従業者に周知徹底しています。 

(イ) 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を

整備しています。 

(ウ) 従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及

び訓練を定期的に実施します。 

 

１９ 業務継続計画の策定等について 
① 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定短期入所生活

介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務

再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従

って必要な措置を講じます。 

② 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び

訓練を定期的に実施します。 

③ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変

更を行います。 

 

２０ サービス内容に関する相談・苦情   別紙３参照 
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２１ サービスの第三者評価の実施状況 

当事業所で提供しているサービスの内容や課題等について、第三者の観点から評価

を行っています。 

実施の有無 なし 

実施した直近の年月日  

第三者評価機関名  

評価結果の開示状況  
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〈事業者名〉 社会福祉法人 平成会  

ショートステイ滑石 

  事業所番号 ４２７０１０５５６４ 

〈住  所〉 〒８５２－８０６１ 

長崎市滑石６丁目４番３号 

〈代表者名〉 理事長   久 保  勘一郎   ㊞ 

 

 

重要事項説明書について説明をいたしました。説明職員：             

 

私は、本書面に基づき上記重要事項の説明を受け、内容を理解し承諾いたしました。 

 

 

令和   年   月   日                   

 

【利 用 者】 

 

〈氏 名〉                       

 

 

【署名代行者】 

 

〈氏 名〉                       

 

【身元引受人兼連帯保証人】 

 

〈氏 名〉                       

 

【身元引受人】 

 

〈氏 名〉                       

 

【連帯保証人】 

 

〈氏 名〉                       

 



別紙１． 

1. 介護保険給付サービス利用料金 

≪指定短期入所生活介護サービス費≫ 

区分：単独型ユニット型短期入所生活介護費（Ⅱ）（ユニット型個室的多床室） 

 基本単位 

（単位） 

利用料 

（円） 

利用者負担額（円） 

1 割負担 2 割負担 3 割負担 

要介護１ 746 7,587 759 1,518 2,277 

要介護２ 815 8,721 873 1,745 2,617 

要介護３ 891 9,061 907 1,813 2,719 

要介護４ 959 9,753 976 1,951 2,926 

要介護５ 1,028 10,455 1,046 2,091 3,137 

 

 

≪指定介護予防短期入所生活介護サービス費≫ 

区分：単独型ユニット型短期入所生活介護費（Ⅱ）（ユニット型個室的多床室） 

 基本単位 

（単位） 

利用料 

（円） 

利用者負担額（円） 

 

1 割負担 2 割負担 3 割負担 

要支援１ 561 5,705 571 1,141 1,712 

要支援２ 681 6,926 693 1,386 2,078 

 

 

※ 次のいずれかに該当する利用者に対しては、単独型短期入所生活介護(Ⅱ)又は併設型

短期入所生活介護(Ⅱ)を算定します。 

一. 感染症により、従来型個室の利用の必要があると医師が判断した者 

二. 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況に重大な影響を及ぼすおそ

れがあるとして、従来型個室の利用の必要があると医師が判断した者 

 

※ 夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、上記金額の 97/100 とな

ります。 

 

※ ユニット型においては、ユニットごとに常勤のユニットリーダーを配置し、日中はユ

ニットごとに常時 1 人以上の介護職員又は看護職員を配置していない場合は、上記金額の

97/100 となります。 

 

※ 連続して 30 日を超えて当事業所に入所された場合、連続 30 日を超えた日から 1 日に

つき、30～60 日まで利用料が 305 円(利用者負担:1 割 31 円、2割 62 円、3割 93 円)減算さ

れます。61 日以降は利用料が 773 円(利用者負担:1 割 78 円、2割 156 円、3割 234 円)減算

されます。（要介護 3参照、介護認定により変動あり） 

 



２．加算料金 

以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。 

加算 基本単位 

（単位） 

利用料 

（円） 

利用者負担（円） 算定回数等 

1 割負担 2 割負担 3 割負担 

生活機能向上

連携加算(Ⅰ) 
100 1,017 102 204 306 

１月につき（原則

３ 月 に １ 回 を 限

度） 

生活機能向上

連携加算(Ⅱ) 
200 2,034 204 407 611 

１月につき 

(個別機能訓練加

算算定の場合は

（ Ⅰ ） で は な く

（Ⅱ）を算定。この

場 合 の （ Ⅱ ） は

100 単位) 

機能訓練体制

加算 
12 122 13 25 37 1 日につき 

個別機能訓練

加算 
56 570 57 114 171 1 日につき 

●看護体制加

算（Ⅰ） 
4 41 5 9 13 1 日につき 

●看護体制加

算（Ⅱ） 

8 81 9 17 25 1 日につき 

●看護体制加

算(Ⅲ)イ 

12 122 13 25 37 1 日につき 

●看護体制加

算(Ⅲ)ロ 

6 61 7 13 19 1 日につき 

●看護体制加

算(Ⅳ)イ 

23 234 24 47 71 1 日につき 

●看護体制加

算(Ⅳ)ロ 

13 132 14 27 40 

 

1 日につき 

●医療連携強

化加算 

58 590 59 118 177 1 日につき 

●夜勤職員配

置加算（Ⅰ） 

13 132 14 27 40 1 日につき 

●夜勤職員配

置加算（Ⅱ） 

18 183 19 37 55 1 日につき 

●夜勤職員配

置加算（Ⅲ） 

15 153 16 31 46 1 日につき 



●夜勤職員配

置加算（Ⅳ） 

20 203 21 41 61 1 日につき 

認知症行動・

心理症状緊急

対応加算 

200 2,034 204 407 611 
1 日につき(７日

間を限度) 

若年性認知症

利用者受入加

算 

120 1,220 122 244 366 1 日につき 

送迎加算 184 1,871 188 375 562 
送迎を行った場

合（片道につき） 

●緊急短期入

所受入加算 
90 915 92 183 275 

1日につき(7日間

を限定） 

療養食加算 8 81 9 17 25 
1 回につき（1 日３

回を限度） 

●在宅中重度

者受入加算 

421 4,282 429 857 1,285 

1 日につき 

(看護体制Ⅰ又は

Ⅲの場合) 

417 4,241 425 849 1,273 

1 日につき 

（看護体制Ⅱ又

はⅣの場合) 

413 4,200 420 840 1,260 

1 日につき 

（看護体制Ⅰもし

くはⅢとⅡもしく

はⅣの場合) 

425 4,322 433 865 1,297 

1 日につき 

（看護体制加算

無の場合) 

認知症専門ケ

ア加算(Ⅰ) 
3 31 4 7 10 

1 日につき 

認知症専門ケ

ア加算(Ⅱ) 
4 41 5 9 13 

1 日につき 

サービス提供

体制強化加算

（Ⅰ） 

22 224 23 45 68 １日につき 

サービス提供

体制強化加算

（Ⅱ） 

18 183 19 37 55 

サービス提供

体制強化加算

（Ⅲ） 

6 61 7 13 19 



介護職員処遇

改善加算（Ⅰ） 

所定単位数

の 14.0% 

左記の

単位数

×地域

区分 

左記の 

１割 

左記の 

２割 

左記の 

３割 

基本サービス費

に各種加算減算

を加えた総単位

数（所定単位数） 

介護職員処遇

改善加算（Ⅱ） 

所定単位数

の 13.6% 

介護職員処遇

改善加算（Ⅲ） 

所定単位数

の 11.3% 

介護職員処遇

改善加算（Ⅳ） 

所定単位数

の 9.0% 

※ ●については、介護予防短期入所生活介護での算定はできません。 

 

※ 生活機能向上連携加算(Ⅰ)は、指定訪問リハビリテーション等の理学療法士等の助言

に基づき当事業所の機能訓練指導員、介護職員等が共同で身体状況の評価及び個別機能訓

練計画の作成と、計画に沿った機能訓練を提供した場合に算定します。また、計画の進捗

状況は３月ごとに評価し、必要に応じて訓練の内容等を見直します。 

生活機能向上連携加算(Ⅱ)は、指定訪問リハビリテーション等の理学療法士等が当事業所

を訪問し、当事業所の機能訓練指導員、介護職員等と共同で身体状況の評価及び個別機能

訓練計画の作成と、計画に沿った機能訓練を提供した場合に算定します。また、計画の進

捗状況は３月ごとに評価し、必要に応じて訓練の内容等を見直します。 

※ 機能訓練体制加算は、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅ

う師を配置している場合に算定します。 

 

※ 個別機能訓練加算は、理学療法士等が個別機能訓練計画に基づき計画的に機能訓練を

行った場合に算定します。 

 

※ 看護体制加算は、看護職員の体制について人員配置基準を上回る体制をとっている場

合に算定します。 

 

※ 医療連携強化加算は、急変の予想や早期発見のため看護職員による定期的な巡視や主

治医と連絡がとれない場合等における対応の取り決めを事前に行っている場合に、厚生労

働大臣が定める状態に適合する利用者に対して算定します。厚生労働大臣が定める状態と

は次のとおりです。 

一. 喀痰吸引を実施している状態 

二. 呼吸障害等により人工呼吸器をしようしている状態 

三. 中心静脈注射を実施している状態 

四. 人工腎臓を実施している状態 

五. 重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施している状態 

六. 人口膀胱又は人工肛門の処置を実施している状態 

七. 経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態 



八. 褥瘡に対する治療を実施している状態 

九. 気管切開が行われている状態 

 

※ 夜勤職員配置加算は、夜間及び深夜の時間帯について手厚い人員体制をとっている場

合に算定します。 

 

※ 認知症行動・心理症状緊急対応加算は、医師が認知症の行動・心理症状が認められる

ため、在宅での生活が困難であり、緊急に指定短期入所生活介護を利用することが適当で

あると判断した利用者に対し、サービスを提供した場合に算定します。 

 

※ 若年性認知症利用者受入加算は、若年性認知症（40 歳から 64 歳まで）の利用者を対

象に指定短期入所生活介護を行った場合に算定します。 

 

※ 送迎加算は、利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎が必要と認められる

利用者に対して送迎を行った場合に算定します。 

 

※ 緊急短期入所受入加算は、居宅サービス計画において計画的に位置づけられていない

指定短期入所生活介護を緊急に行った場合に、７日間を限度として算定します。また、利

用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等やむを得ない事情がある場合は 14 日間を限

度とします。 

 

※ 療養食加算は、疾病治療のため医師の発行する食事箋に基づき糖尿病食、腎臓病食、

肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常食、痛風食及び特別な場合の検査食を

提供した場合に算定します。 

 

※ 在宅中重度受入加算は、当事業所において利用者が利用していた訪問看護事業所に利

用者の健康上の管理等を行わせている場合に算定します。 

 

※ 認知症専門ケア加算は、日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められ

る認知症の利用者に対して、専門的な認知症ケアを行った場合に算定します。 

 

※ サービス提供体制強化加算は、厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

届け出た事業所が、利用者に対して短期入所生活介護を行った場合に算定します。 

 

※ 介護職員処遇改善加算は、介護職員等の処遇を改善するために賃金改善や資質の向上等

の取組みを行う事業所に認められる加算です。介護職員処遇改善加算は、区分支給限度基

準額の対象外となります。 

地域区分別の単価(7 級地 10.17 円)を含んでいます。  

 

 



※ (利用料について、事業者が法定代理受領を行わない場合）上記に係る利用料は、全額

をいったんお支払いいただきます。この場合、「サービス提供証明書」を交付しますので、

｢領収書｣を添えてお住まいの市町に居宅介護サービス費等の支給（利用者負担額を除く）

申請を行ってください。 

 

2. その他の費用について 

以下の金額は利用料金の全額が利用者の負担になります。 

種別 詳細 

（１） 食費 １日につき１,４４５円。  

（ただし、朝食３５５円、昼食５８０円、夕食５１０円

とし、１食単位で費用の支払いを受けるものとします。）  

（２） 滞在費 １日あたり１,７２８円。 

（３） 理美容代 １回あたり男性：１,２５０円 

     女性：１,５５０円 

（４） その他 日常生活において通常必要となる経費であって、利用者

負担が適当と認められるもの（利用者の希望により提供

する日常生活上必要な身の回り品など）について、費用

の実費をいただきます。 

 

3. 助成等について 

   被爆者健康手帳をお持ちの方は、短期入所生活介護等を利用した場合、介護保険サ

ービスに要した費用の利用者負担 1 割、2 割又は 3 割に相当する額が公費助成されま

す。 

※ 介護保険料滞納により利用者負担が増額となった場合、増額部分は公費助成の対

象外です。 

   低所得で特に生計が困難である方について、介護保険サービスの利用促進を図るた

めに、介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人等が行う、社会福祉法人等利用者

負担額軽減制度があります。 

  １か月に支払った利用者負担の合計が負担限度額を超えたときには、超えた部分が払

い戻される、高額介護サービス費支給制度があります。 

 

4. その他について 

  介護保険関係法令の改正等により料金が変更になる場合は、事前にご説明をし、ご承

諾をいただきます。 

  本料金表は令和 6年 8月 1日現在の料金です。 

 



（別紙２）

ご利用者に容態の変化があった場合は、主治医に連絡する等必要な処置を講ずるほか、

ご家族の方に速やかに連絡いたします。

夜間帯での容態の特変・急変時には、以下のように対応いたします。

＊急変時（意識不明・大出血・呼吸停止等）

 ・ 夜勤者・宿直者は生活相談員に連絡し指示を受け、看護師の協力のもと速やかに

   必要な対応を行い、救急搬送もしくは施設車両にて緊急受診を行う。

 ・ 生活相談員は夜勤者・宿直者へ指示を出し、ご家族への連絡、施設長への報告を行う。

＊特変時（発熱・嘔吐・血圧異常等）

 ・ 夜勤者・宿直者は看護師の助言を受け、必要な対応を行う。また生活相談員へ連絡し、

    指示を受ける。

（対応）

１．かかりつけ医、協力病院もしくは救急病院への受診

２．必要な看護処置

３．様子観察

 ・ 生活相談員は夜勤者・宿直者へ指示を出す。緊急入院となった場合には、ご家族への

   連絡を行う。

かかりつけ病院
あるいは

協力（救急）病
院

緊急時及び事故発生時の対応方法

夜勤者 看護師

ご 家 族 生活相談員 マネージャー



(別紙3)　　　　　            

1．利用者からの相談または苦情に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置

  　苦情受付窓口　：全職員

  　苦情受付担当者：竹永　俊

  　苦情解決責任者：前田　修

　  連絡先　住所：〒８５２－８０６１　　長崎市滑石６丁目４番３号

  　　　　　電話：０９５－８５６－２９４０　　ＦＡＸ：０９５－８５６－２９９４

　  川田　愛子（民生児童委員）　　　　　　　　　　電話：０９５－８５７－６２５８

佐田　悦子（管理薬剤師）　　　　　　　　　　　電話：０９５－８１３－３４４４

２．円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順

文書で報告

① 苦情の内容、利用者の意向等を確認する。
② 苦情解決までの経緯を記録する。

① 協議内容を記録としてまとめる。
② 解決、改善策を明確にし、全職員へ通知する。
③ 協議、決定した解決、改善策を苦情申立本人（家族）へ報告する。
④ 苦情受付・処理状況について法人内で情報を共有する。
⑤ 第三者委員会へ報告する。

① 各事業所で受け付けた苦情の対応状況確認、法人全体での改善事項の検討
（苦情解決第三者委員会事前協議：管理会議出席者、部門長）
② 各事業所で解決困難な苦情発生時の対応について協議
（緊急会議：管理会議出席者）

① 苦情受付担当者から苦情内容の報告聴取
② 苦情申立者と事業所との話し合いに立会い助言

３．行政機関の窓口

理事長 苦情解決委員会（法人）

苦情解決第三者委員会

平成会職員

各部署主任

事業所名                  ショートステイ滑石

利用者、ご家族からの苦情

利用者

長崎市  　福祉部　　高齢者すこやか支援課　　　               ０９５－８２９－１１４６

国民健康保険団体連合会　        介護保険課　　　　　　　　０９５－８２６－１５９９

　　　　　             社会福祉法人 平成会　苦情受付→苦情解決の流れ

平成会職員以外のメンバー
3名を理事会で選出する

時津町役場　　　　　　　     高齢者支援課　　　　　　      ０９５－８８２－２２１１

長与町役場　　　　　　　        介護保険課　　                  ０９５－８８３－１１１１

全職員

各事業所苦情受付担当者

苦情解決責任者（各事業所施設長）

事業所内委員会


